
報告事項 １ 令和７年度事業報告について 

事業報告については、定款第３９条第１項により、毎事業年度終了後に理事長

が書類を作成し、監事の監査を受けた上で理事会の承認を受けて、同条第２項に

より定時総会に提出し内容を報告することと規定されています。 
令和７年度事業報告につきましては、令和８年３月１３日の理事会において

中間報告を行うとともに、定款規定に基づき下記のとおり作成し令和８年４月

２３日に監事監査を受けました。 
令和８年度理事会の決議目的である事項として令和８年５月１４日に理事会

の承認を得た内容に、参考として令和７年度第４四半期分に係る補てんの状況

を含め報告します。 

記 

Ⅰ 定款に規定された事項の報告 

１ 配合飼料価格差補てん事業 

定款第４条の（１）に基づき実施した配合飼料価格差補てん事業については、

一般社団法人全日本配合飼料価格畜産安定基金および各飼料荷受組合とそれ

ぞれ契約を締結し、基本契約および数量契約に基づき補てん業務を行いました。 

（１）事業主体 一般社団法人全日本配合飼料価格畜産安定基金 

（２）配合飼料価格差補てん契約の締結 

① 令和７年度数量契約 

② 契約の解約 



（３）補てん積立金の徴収および納付額 

通常補てん積立金徴収について、当基金協会が指定する金融機関の預金

口座振替により徴収する方法を導入しました。 
① 通常補てん積立金 

② 別途納付金 

③ 返還金請求 

合理的な理由なく令和７年度契約をしなかった者に返還請求を行いました。 

該当者１名、返還額 1,131,033 円、令和 8年 3月 31 日時点で未返還。 

（４）令和７年度第４四半期分に係る補てんの状況（参考） 

（令和８年４月１７日に単価決定、５月１５日に受領、５月１８日に交付） 

 
（５）事業の運営に関する実態調査 

令和７年９月３日付け７全日基第４５号業務により、全日基の理事長から

実施通知があり、過去の調査実績および契約数量等を勘案し、実態調査要領

に準じて調査対象(２荷受組合、２特約店)を選定しました。 
令和７年１０月８日に１荷受組合と１特約店から提出いただいた実態調

査票に基づき内容確認するとともに、１１月７日に１荷受組合と１特約店に

ついて現地で聞き取り調査を実施しました。いずれも配合飼料価格安定基金

の運営に係る手続きは、適正に執行されていました。 
 



２ 畜産高度化支援リース事業 
定款第４条の(２)に基づき実施した畜産高度化支援リース事業については、

一般財団法人畜産環境整備機構との契約に基づき、平成２６年度の貸付施設に

ついて、最終回リース料の譲渡代金を徴収納付し、譲渡通知書を交付しました。 

（１）機械の貸付内容 

 
（２）貸付料等の徴収・納付額 

 
３ 肉用子牛生産者補給金制度事業 

定款第４条の(３)に基づき実施した肉用子牛生産者補給金制度事業に関し

ては、事務委任を受けた契約者７名の子牛個体登録、販売・保留確認申出等の

手続きについて、一般社団法人滋賀県畜産振興協会との事務委託契約に基づき

対応し、生産者負担金と手数料の徴収および納付を行ないました。 
うち、契約者６名の子牛に係る１２か月齢の現地保留確認調査については、

山平株式会社、明治飼糧株式会社西日本支店関西営業所、有限会社守田藤吉商

店、株式会社清水商店に再委託し対応願いました。 

（１）積立金等の徴収・納付額 （令和 6年 11 月 2 日～令和 7 年 11月 1 日生まれ） 

注）令和７年１２月１９日付けで滋賀県畜産振興協会との事務委託契約は解除しましたが、

振替口座手続きの関係から、当年度内は当基金協会が事務処理を代行しました。 

 
（２）補給金の交付 

黒毛和種において前年度第３四半期までは発動されましたが、令和６年度

第４四半期から令和７年度第３四半期においては、黒毛和種、交雑種ともに

発動がありませんでした。 



（３）事業執行体制の見直し 
本事業に係る事務手続きは、一般社団法人滋賀県畜産振興協会と事務委託

契約を締結して対応してきたところですが、事務局業務委託先との事務委託

関係は成立しないため、令和７年１２月１９日付けで契約を解除しました。 
契約解除後は、一般社団法人滋賀県畜産振興協会が直接対応することとな

りましたが、契約者における利便性に影響を与えないよう６名の子牛に係る

現地保留確認調査は、従来の飼料関係業者様に直接事務委託されました。 
 
４ 肉用子牛対策 

定款第４条の(３)に基づき実施した肉用子牛生産者補給金制度事業の契約

生産者に対して、和子牛のブロック別平均売買価格が発動基準価格を下回った

場合に発動される優良和子牛生産推進緊急支援事業と和子牛産地基盤強化緊

急特別対策事業について、事業の周知徹底、事業参加申込書のとりまとめなど、

一般社団法人滋賀県畜産振興協会会長と事務委託契約を締結しました。 

（１）優良和子牛生産推進緊急支援事業 
優良な和子牛を生産するために、飼養管理向上の取組を複数実施する和子

牛生産者に対して奨励金を交付する事業です。 

販売した和子牛が対象になり、６者が事業申請されましたが、令和６年度

第４四半期以降は発動されず奨励金の交付はありませんでした。 

（２）和子牛産地基盤強化緊急特別対策事業 
和子牛生産基盤強化計画に即して、和子牛の産地基盤強化に資する取組を

実施する和子牛生産者に対して奨励金を交付する事業です。 

販売または保留した和子牛が対象になり、７者が事業申請されましたが、

令和６年度第４四半期以降は発動されず、奨励金の交付はありませんでした。 

 
５ 畜産経営者支援事業 

一般社団法人全日本配合飼料価格畜産安定基金（以下「全日基」という。）

から毎月届く「配合飼料価格安定制度を巡る情勢（Ｂ版）」を会員、理事、監

事および滋賀県畜産課に配信しました。 
また、定款第４条の(４)に基づき、全日基や滋賀県が発信する家畜防疫等

に関する情報について、希望される会員を主としてメール送信しました。 
・全日基からの豚熱および家畜防疫対策に関するもの    ２回 
・滋賀県からの家畜伝染病予防法に基づく消毒の通知    １回 
・家保からの 高病原性鳥インフルエンザに関するもの  ２６回 

豚熱、アフリカ豚熱に関するもの      ８回 
口蹄疫（牛・豚）に関するもの       ２回 
家畜防疫対策の徹底に関するもの      ２回 

 



Ⅱ 管理・運営事項の報告 

１ 会議 

総会、理事会の開催 

 

 



２ 正会員の異動 

 

３ 役員の異動 

 

４ 令和７年度会費の徴収 

Ⅲ 事業報告の付属明細書 

 

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第３４条第３項に規定

する事業報告の附属明細書として記載すべき「報告事項の内容を補足する重要

な事項」に該当するものはありません。 


